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令 和 ６ 年 度 事 業 計 画 

 

Ⅰ 社会福祉をめぐる動向  
 

○高齢化の一層の進行や生産年齢の減少、過疎化などの社会問題を背景に、従来の福祉

の枠組みでは対応が困難な住民の生活課題が多様化・複合化しています。 

  ○また、長引く物価高騰や、様々な活動における担い手不足といった新たな課題へ

の対応も問われています。 

 ○国においては、地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した

支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築や、少子化対策の重要性が示され

ています。 

 ○奈良県においては、令和４年度からの５ヶ年を期間とした「奈良県域地福祉計画」

に基づく地域福祉施策が展開されています。 

 

Ⅱ 奈良県社会福祉協議会のミッション 
 

○一人ひとりが大切にされ、ともに支え合うまちづくり 

   ・地域で、誰もがその存在を大切にされ、社会とのつながりと周囲からの承認を実感 

する中で、主体的な参加を進めることにより、ともに支え合うまちづくりを推進す

ることを目指します。＜社会的包摂＞ 

      

Ⅲ 目標とする地域像 
 
 ○『一人ひとりが大切にされ ともに支え合うまち』 

 

Ⅳ ３年間（令和６～８年度）の活動目標 
 

○『次代につながる豊かな地域福祉実践を共創する』 

    不安定な社会情勢や孤独・孤立の問題が深刻化するなか、「つながり、支え合う」

ことや、「多様性を認め合い、一人ひとりが大切にされる」社会の実現が求められて

います。 

奈良県社協は、「住民主体」の考え方を基本とする民間団体として、多様な主体と

の協働を促進しながら、次代につながる豊かな地域福祉実践を共に創っていきます。 

    

Ⅴ 第８次活動推進計画に取り組む上での「基本姿勢」 
 
①  「社会の変化を読み解き」、常に先にある社会的な課題を考えます。 

②  「実践者として自ら行動」し、「地域福祉の新しい協働の波」を起こします。 

③  民間としての機動力を発揮し、「柔軟でタイムリーな」活動を展開します。 

④  県行政との信頼関係を基盤に、「市町村の地域福祉施策への支援」に力を注ぎます。 
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Ⅵ 重点活動方針 
 
 
 １ 誰もが参加の機会と役割のある支え合う地域づくりの推進 

   県社協は、誰もが参加の機会や役割を持って暮らしていくことのできる「住民が主

役の地域づくり」を推進します。 

   また、暮らしにくさを抱えた人が包摂される地域社会の実現に向けて福祉理解を広

げ、多様な地域活動支援を進めていきます。 

   さらに、多様な主体と連携・協働して災害にも強いまちづくりに取り組みます。 

 
 
 ２ 暮らしのセーフティネットとしての総合相談・生活支援活動の推進 

    県社協は、生活困窮や社会的孤立など、制度の狭間に陥りやすい方々を受けとめる

包括的相談支援体制の整備と地域生活支援の充実に取り組みます。 

     

 

 ３ 地域の生活課題に対応する新たな活動や仕組みの開発 

     県社協は、県域の関係団体や多様な主体とのネットワークを広げ、県内の地域課題

等に対応する新たな仕組みの開発等につなげます。 

 
 
 ４ 地域生活を支える専門性の高い福祉サービスの充実と人材育成・定着支援 

     県社協は、人口減少・少子高齢化に伴う複合化・複雑化した課題に対応したサービ

スを提供できる次世代の人材を育成し、定着を進めます。 

    また、社会福祉法人が、多様な組織・関係者と連携・協働を図り、地域のネットワ

ークの中心となって活動を展開する役割や機能の更なる充実に向けて支援します。 

 
 
 ５ 県社協の組織・経営基盤の充実・強化 

     県社協は、法人の使命や目標を達成するため、経営基盤と業務執行体制の充実強化

に取り組みます。 
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Ⅶ 重点活動方針に基づく令和６年度の重点取組  
 

１ 誰もが参加の機会と役割のある支え合う地域づくりの推進 

  ①支え合う福祉コミュニティづくりの推進と地域福祉推進体制の充実 

  ・こども食堂をはじめとした地域の居場所の拡充 

  ・市町村域での地域福祉推進体制の構築、地域と協働する専門職の育成 

  ②「ふくし」理解の広がりと住民参加の促進 

  ・ふくし教育の協同実践ができるテーブルづくり（ふくし教育プラットフォーム） 

  ・あらゆる世代が多様な地域活動について学び、実践できる場づくり 

 ③災害時にも対応できる仕組みの充実 

  ・災害時の市町村間の相互支援体制と、多様な主体間の連携体制の構築 

   

２ 暮らしのセーフティネットとしての総合相談・生活支援活動の推進 

 ④包括的な相談支援と地域生活支援の充実 

 ・生活困窮者の就労、家計改善、住まいの安定に向けた支援の強化 

・生活福祉資金借受世帯へのフォローアップ支援 

 ⑤地域における権利擁護のシステムづくりと資源開発 

  ・権利擁護の担い手の継続的な養成と活躍できる機会の拡充 

  ・多様な権利擁護ニーズに対応できる地域連携ネットワークづくりの支援 

    

３ 地域の生活課題に対応する新たな活動や仕組みの開発 

 ⑥地域の課題やニーズの集約と多様な協働のテーブルづくり 

  ・福祉の枠組みを超えた幅広い団体との協議の場づくり（ラウンドテーブル） 
 ⑦新たな協働の創造と実践 

・こどもの未来を応援するプロジェクトの展開 

・社会福祉法人の地域貢献活動の促進と共同実践 

 

４ 地域生活を支える専門性の高い福祉サービスの充実と人材の育成・定着支援 

 ⑧福祉人材の確保・育成・定着支援 

  ・福祉業界の魅力を発信する広報やセミナーの実施 

・求職者の希望や適性に沿った就職支援、新入職員向けのプログラムの拡充 

  ・キャリアパス研修等による福祉人材の育成、定着支援 
 
 
５ 県社協の組織・経営基盤の充実・強化 

 ⑨事務局機能と人材育成の強化、財源確保の取組強化と活用 

  ・アクションレポートの定期発行、テーマ別プロジェクトによる事業展開 

・職員研修体系の充実、目標管理制度の定着化 

  ・寄附や賛助会員の拡大、地域福祉実践を応援できる仕組みの構築 
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Ⅷ  実施事業 
 

１ 誰もが参加の機会と役割のある支え合う地域づくりの推進 
【予算額：166,322千円】 

 
 
（１）支え合う福祉コミュニティづくりの推進  

 
【事業項目】 

 
 

 

○新①地域福祉実践の可能性を広げるための新たな推進方策の検討 
 
②多様な地域活動実践の集約・発信 

 
③こどもの未来応援プロジェクト「奈良こども食堂サポート事業」 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①近年の小地域福祉活動推進組織の状況や、分野を超えた多様な主体によるコミュニテ
ィづくりの動きを検証し、地域福祉実践の可能性を広げるための新たな推進方策を県
内の地域福祉関係機関・専門職に向けて提案する。 
㋐活動事例の集約と検証 
㋑推進方策の検討・提案 

 
②分野を超えた多様な「地域活動」に注目し、市町村社協をはじめとする多様な団体と
連携し、住民の支え合いにつながる福祉的な意義ある活動を集約・発信することで、
地域住民や地域活動を支援する専門職に実践を広げる。 
㋐集約した実践例やノウハウの情報発信 
㋑活動展開に関する相談・支援・出前講座 

 
③地域の居場所である「こども食堂」を拡充し、こどもや子育て世帯の孤立を防止し、 
こどもの未来を応援します。 
㋐こども食堂コーディネーター等の配置 
 ・こども食堂の啓発 
 ・こども食堂の設置促進支援・運営支援 
 ・こども食堂未設置市町村への後方支援 
㋑開設（はじめる）支援：開設希望者への情報提供・相談支援 
㋒継続（つづける）支援：活動者への情報提供・相談支援 
㋓拡充（ひろげる）支援：市町村域での連携強化、企業等の協力拡大 
㋔こども食堂ネットワーク支援：活動者間の連携をさらに深める 
㋕こども食堂認証制度推進支援：安心・安全の基盤づくり 

 
 
 
 
 
 
【期待される効果】 
 
 ⓐ分野を超えた地域福祉活動情報を発信し、多様な「福祉」活動実践がさらに広がる。 
 
ⓑ地域の居場所としての「こども食堂」の拡充と、こども食堂を支援するステークホル 
ダーを拡大することで、こどもの未来を応援する共生の地域づくりにつながる。 
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（２）「ふくし」理解の広がりと住民参加の促進  

 
【事業項目】 

 
 

 
①社会的包摂に向けた「ふくし」教育の推進とボランティア・市民活動支援の充実 
 ㋐奈良県総合ボランティアセンター運営基盤事業 
 ㋑県ボランティアセンター活動事業 
 ㋒ボランティア学習・ふくし教育ネットワーク事業 
 ㋓奈良県中央善意銀行運営事業 
 
②県民生児童委員連合会との連携・協働 
 

 
【実施の目的・概要】     
 
①「ふくし」や生活課題への関心、多様性・当事者性について理解を広げ、社会的包摂
に向けた多様な地域活動・市民活動に取り組むことができるよう、専任コーディネー
ターによる活動者・団体の相談支援、ネットワークの構築や「奈良ボランティアネッ
ト」などによる情報提供、研修事業を実施します。併せて、「奈良県中央善意銀行運
営事業」など、活動者への助成及び活動拠点・機材の貸出による支援を行います。 
㋐奈良県総合ボランティアセンター運営事業 

   ・総合ボランティアセンター運営委員会(６月) 
   ・市町村ボランティアセンター等担当職員連絡会(１０月) 

㋑県ボランティアセンター活動事業 
   ・ならボランティア研究集会2025(講演、情報交換会/２月頃) 
   ・ふくし教育実践交流会（６月） 
   ・受入型ボランティアコーディネーション研修（１０月） 

㋒ボランティア学習・ふくし教育ネットワーク事業 
    内容：ふくし教育に係る研修会、ネットワーク検討会、新プログラム・教材開発 
       県内小中高・教育委員会等へのアンケート 
       全国福祉教育推進員の養成(研修派遣) 
    時期：通年(年６回、うち３回はZoom会議にて開催) 

㋓奈良県中央善意銀行運営事業 
    内容：金品預託に関する啓発・相談、預託金品の受入・払出、ボランティア・市
       民活動団体等への活動助成、助成金活用講座の実施 
     時期：通年（運営委員会、助成先団体募集、助成審査会、寄付寄贈式） 
 
②ボランティア活動者の県域組織である奈良県ボランティア連絡協議会と連携して、 

ボランティア・市民活動の啓発や実践交流により活動の活性化を図ります。 
 
 
 
  
 
 
 
 

 
【期待される効果】 
 
ⓐ「ふくし」や生活課題に対する関心や多様性・当事者性の理解が広がるとともに、社
会的包摂に向けた多様な地域活動のきっかけづくりと、多様な世代によるボランティ
ア・市民活動の活性化が期待できる。また、市町村ボランティアセンターの機能及び、
ボランティアコーディネーターの実践力の向上が期待できる。 

 
ⓑ地域住民のよき相談者としての民生児童委員活動の充実につながる。 
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（３）共生のまちづくりにつながる地域福祉推進体制の充実  

 
【事業項目】 

 
 

 
①福祉の奈良モデル実践支援 
 
②コミュニティソーシャルワーカーの養成・配置促進 
 
③市町村社協の運営支援と連携・協働 
 

 
【実施の目的・概要】     
 
①地域共生社会の実現に向けて、市町村域における包括的な支援体制整備の推進を実 
践面から支援します。 
㋐現地支援相談員の配置 
・市町村域の実践現場の個別支援 

㋑市町村への現場密着型支援 
・包括的な支援体制の整備に取り組む市町村への相談対応 
・地域福祉計画・地域福祉活動計画策定支援 

 ・双方向の場づくりとなる会議の開催 
㋒市町村間の相互支援 
・市町村相互の意見交換会、学習会（年３回程度） 
・体制整備実務担当研修（年１回） 

㋓コミュニティソーシャルワーク実践を活用した地域づくり 
・地域の見守り力とＣＳＷが連動する実践展開支援 

 
②世代や対象を問わず制度の狭間にある困りごとに対応するとともに、地域づくりを 
進めるコミュニティソーシャルワーク実践を、地域共生社会へ向けた推進の基盤と 
して育成し、県内に普及します。さらに、自治体単位でのチーム参加制を導入し、 
分野を超えた専門職のチーム力を向上します。 
㋐コミュニティソーシャルワーカーの育成 
 ・コミュニティソーシャルワーク実践研修Ⅰ（養成） 
  対象：市町村社協職員、福祉施設等職員、地域包括支援センター職員等 
 ・コミュニティソーシャルワーク実践研修Ⅱ（実践力向上） 
  対象：実践研修Ⅰの修了者、修了者とともに参加するチーム員 

  ㋑コミュニティソーシャルワーカーの配置促進・導入支援 
   ・先行例を用いた啓発 
   ・導入社協の個別支援 
 
③地域福祉の中核的な推進組織である市町村社協活動の活性化と基盤強化の取組を支
援するとともに、連携・協働を進めます。 

  ㋐市町村社協職員研修 
  ㋑県内社協連絡会議 

㋒市町村社協事務局長会、県内社協職員連絡会との協働 
 
 
 

 
【期待される効果】 
 
ⓐ分野を超えた関係機関が市町村域でつながり、地域福祉推進体制が構築される。 

 
ⓑ地域福祉を推進する専門職が配置・育成される。 
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（４）災害時にも対応できる仕組みの充実  

 
【事業項目】 

 
 

 
①災害支援活動を支える多様な人材の発掘 

 
②ＩＣＴ活用による災害対応力強化事業 

 
③市町村相互支援体制整備事業 

 

④災害支援ネットワークの実働化 
 

○新  ⑤災害時の多様な主体間の連携による被災者支援コーディネーションの充実 
 
 ⑥奈良県災害福祉支援ネットワークの運営 
 
 
【実施の目的・概要】     
 
①災害時に迅速・的確な復旧・復興支援活動を地域単位で行えるよう、災害ボランティ
ア活動への理解を広げるとともに、防災・減災活動を通じた地域での支え合い活動の
活性化を図ります。 
㋐災害ボランティア登録者連絡会 
㋑災害ボランティア養成研修（特別講座、入門セミナー） 
㋒災害ボランティア出前講座（啓発） 

 
②ＩＣＴを活用し、より効果的な災害ボランティアセンターの運営を目指すとともに、
平時から情報共有できる仕組みづくりを進めます。 

 ㋐情報システムの構築 
 ㋑市町村社協と協働した平時、及び災害時の情報共有の仕組みづくり 
 
③各市町村及び郡域等で災害ボランティアセンター設置・運営訓練の実施を本格化する
とともに、広域災害に備え、小規模自治体をカバーするための専任コーディネーター
を配置し、県内の市町村間の相互支援体制を整備し、県内のどこが被災しても県全体
で支援活動が行えるよう体制づくりを行います。 

   ㋐市町村災害関連連絡調整会議の開催（年１回） 
  ㋑市町村相互支援体制検討会の開催（年２回） 
   ㋒災害ボランティアセンター設置・運営訓練（市町村域：随時、広域：年２回） 
  ㋓災害支援活動を支える多様な人材の養成 

・災害ボランティアセンター運営マネジャーの養成・配置（全社協研修派遣） 
・災害ボランティアセンター運営実務者研修（９月） 

 
④災害時の県域ネットワーク体制の実働化に向けて、奈良防災プラットフォーム連絡会
や協働事業を開催し、多様な機関や団体との平時からの顔の見える関係づくりを行い
ます。 

 ㋐奈良防災プラットフォーム連絡会定例会（年６回：定例会、模擬情報共有会議） 
 ㋑全国災害支援組織とのネットワーク形成 
 
⑤災害時の多様な主体間の連携による被災者支援コーディネーション力を強化し、災害
時の迅速かつ効果的な支援体制づくりを推進します。 

 ㋐県内の多様な主体間の連携を考える検討会の開催（年２回） 
 ㋑  同         を考えるフォーラム開催（年１回） 
 ㋒  同         による資機材ストックヤードの拡充 
 ㋓  同         に関するアンケート調査 
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⑥「奈良県災害福祉支援ネットワーク」において、災害時における要配慮者への福祉的
支援について協議するとともに、大規模災害時には福祉専門職等が連携し、要配慮者
への福祉支援を円滑に行います。 
㋐奈良県災害福祉支援ネットワーク会議の開催（年１回） 

   ㋑奈良県災害派遣福祉チーム員登録時研修の実施（３府県合同：年１回） 
   ㋒奈良県災害派遣福祉チーム編成訓練の実施（年２回） 
   ㋓奈良県災害派遣福祉チーム員研修の開催（年１回） 
  ㋔奈良県災害福祉支援ネットワーク部会の開催（年３回） 
  ㋕奈良“でぃ～わっと通信”の発行 
    ㋖奈良県災害派遣福祉チーム員の派遣調整（大規模災害発生時） 
 
 
【期待される効果】 
 
 ⓐ市町村における災害時の受援力の強化と県内の相互支援体制を整備することで、広域 
  災害にも対応可能となる。 
 
 ⓑ災害中間支援組織の機能拡充を通じて、平時から多様な主体間の関係づくりや連携体 

制の構築に取り組むことにより、災害時に、より迅速かつ効果的な支援活動が展開で 
きる。 
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（５）すこやか長寿センター事業  

 
【事業項目】 

 
 

①情報誌「すこやか・なら」の発行 

②ならシニア元気フェスタ（奈良県高齢者スポーツ文化交流大会） 

③シニア県展（奈良県高齢者美術展） 

④全国健康福祉祭への選手派遣 

○新⑤元気シニア養成･生きがい人材バンク支援事業 

⑥すこやか長寿センターの運営 

 
【実施の目的・概要】     
 
①シニアグループ活動の普及・啓発を図ることを目的に、地域における先駆的でユニー
クな活動を広報するための情報誌「すこやか・なら」を発行します。 
発行部数：8,000部／回 
発行回数：3回／年 
 

②健康寿命日本一を目指す全国健康福祉祭（ねんりんピック）への派遣選考会を兼ねた
「ならシニア元気フェスタ」を開催します。 
期  間：令和６年５月１１日・１８日・１９日 
会  場：奈良県立橿原公苑周辺 
種  目：弓道、グラウンド・ゴルフ、ソフトバレーボール、ターゲット・バードゴ

ルフ、マラソン、ウォークラリー、囲碁、将棋、健康マージャン、太極拳
サッカー、テニス、水泳、ゲートボール、ペタンク、剣道、バウンドテニ
ス、スポーツウェルネス吹矢、ソフトボ－ル、卓球(ラージボール)、還暦
野球、ダンススポーツ（計22種目） 
 

③高齢者が作品創作を通して仲間づくり・生きがいづくりを進めるとともに、積極的 
な社会参加を促進することを目的にシニア県展を開催します。 
期  間：令和６年８月３１日～９月４日（９月１日 作品講評会開催予定） 
種  目：日本画、洋画、書、工芸、写真 
場  所：さざんかホール（大和高田市文化会館） 
 

④高齢者がスポーツ、文化活動を通じ、ふれあいと活力ある長寿社会の形成に寄与する
ことを目的とした全国健康福祉祭とっとり大会に選手を派遣します。 
時  期：１０月１９日～２２日 
場  所：鳥取県内１９市町村（２９種目） 
 

 ⑤若年シニア層を対象に社会活動の場を創出･維持する人材を育成し、希望にあう活動
の場を提供することで社会との関わりを持ち続けるための環境づくりを推進します。 
内容・時期等：㋐セカンドライフセミナー（７月） 

         ㋑人材養成講座(９～１０月) 
          eスポーツ指導者養成コース、福祉ボランティア養成コース 
 
⑥すこやか長寿センターの運営 
 

   
【期待される効果】 
 
ⓐ高齢者の生きがいと健康づくりを推進することにより、健康寿命の伸長や社会参加活
動の活性化につながる。 
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２ 暮らしのセーフティネットとしての総合相談・生活支援活動の推進 
【予算額：2,965,690 千円】 

 

 
（１）包括的な相談支援と地域生活支援の充実  

 
【事業項目】 

 
 

 
①生活困窮者自立支援事業の受託 
㋐自立相談支援事業、住居確保給付金の相談受付 
㋑就労訓練（中間的就労）推進事業  
㋒奈良県生活困窮者等広域就労準備支援事業 
㋓市町村支援員人材養成等事業 
㋔生活困窮者アウトリーチ支援事業 
 

②奈良県子どもの「心と学び」サポート事業（地域型生活・学習支援）の受託 
㋐地域型子どもの学習支援・居場所づくり 
㋑困難を抱えた子どもへの訪問支援 
㋒子どもを育む家庭・生活環境の改善支援 
 

③小津こども福祉基金運用事業 
 ㋐高校生等通学定期代助成金の試行 

  ㋑中高校生の居場所づくりに向けた検討 
 
④フードレスキュー事業 

 
⑤ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

 

⑥児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業 
 

⑦生活福祉資金貸付事業 
 
⑧緊急小口資金等の特例貸付債権管理事業 
㋐特例貸付債権管理センターにおける債権管理 

○新㋑借受人へのフォローアップ支援体制の整備 
 

 
【実施の目的・概要】     

 

①県、市町村行政や社協、関係機関等と連携し、様々な暮らしづらさを抱えた人の相談

を受け止め、断らない相談支援を展開するとともに、経済的困窮や社会的孤立状態に

ある人の自立やその人らしい社会参加を促進します。 
また、広域事業を推進し、多様な主体と協働することにより、奈良県全体の生活困 
窮者支援を推進します。 

   ㋐生活困窮から脱することが困難な世帯に対し、就労支援、家計改善等、自立に向け
た支援を展開します。また、実践を通して様々な支援機関とのネットワークを構
築し、地域の相談対応力の強化を目指します。 

㋑生きづらさや働きづらさを抱えた方やひきこもり等社会的孤立状態にある方が、そ
の人らしい働き方を実現できるよう支援します。また、認定就労訓練事業所の開拓
並びに事業所の支援を行うことで安定した事業運営を推進します。 

㋒広域に事業展開することにより、スケールメリットを活かし、ニーズに応じた多様
なプログラムの開発・実施を目指します。また、参加自治体の相互連携を深め、県
内の相談支援機関の支援力の向上を図ります。 

㋽県内の自立相談支援機関の相談支援員、就労支援員、社協、関係機関の相談業務担

当職員がモチベーションを保ち、質の高い支援が行えるように横のつながりづくり

と制度・理念・ノウハウの引き継ぎにより相談援助技術向上を図ります。 
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㋔社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする者に対し、アウトリーチ等による積
極的な情報把握により早期に支援につなぐことや、支援につながった後の集中的な
支援を行うことで、自立支援の強化を図ります。 

 
②地域の関係機関と連携・協働し複雑な問題を抱えている世帯の子どもを対象に、学習
支援と居場所づくりに取組み、子どもを支える環境と地域づくりを進めることを目指
します。 
㋐８町村域（斑鳩町・川西町・三宅町・御杖村・高取町・上牧町・広陵町・大淀町） 

   において地域の多様なパートナーと協働し、一人ひとりの子どもが安心安全を感 
じられる居場所づくり行うことで、子どもを支える体制づくりを行います。 
１）学習支援員（コーディネーター）の配置【常勤】 
２）ソーシャルワーカーの配置【契約】 

㋑不登校や低学力などの困難を抱えた子どもや世帯への訪問支援を行い、必要な支 
援環境づくりを通して子どもの安定を図り、地域型の学習支援・居場所づくりの 
取組へと繋げていきます。 

  １）子どもの学習相談支援員（訪問支援）の配置【非常勤】 
２）26町村域での個別訪問型学習支援の展開 
 

 ③生活困窮等の様々な課題を抱えるこどもの健全育成と地域福祉の増進を目的に、小津
子ども福祉基金を活用し、他機関との関係を築きながら民間ならではの支援を創造、
展開します。 

  ㋐高校生等の進路選択を応援するため、モデル自治体の新1年生を対象に、通学定期代
を一部助成する取組を試行実施し、取組を通じた実状の把握により、新たな事業展開に
つなげます。  

  ㋑こどもたちが気軽に訪れる第三の居場所の創設に向けて、先進事例に触れながら検
討、学校等との関係を築き、創造につなげます。 

 
④喫緊の生活に困窮している相談者に対し、緊急の食料支援を行い、安定した相談生活 

に結びつけていきます。 
㋐食料品の調達及び管理 
 

⑤高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に入学し、就職に有利な資格取得を目指
すひとり親家庭に対し、入学準備金・就職準備金を貸付することにより、資格取得を 
促進し自立の促進を図ります。また、母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、
自立に向けて就職活動に意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者に対し、住居の
借り上げに必要な資金を貸し付けることによって就労促進を図り、ひとり親家庭の自
立を支援します。 
㋐入学準備金  
㋑就職準備金 
㋒住宅支援資金 
㋓福祉事務所と連携した相談 
 

⑥児童養護施設等を退所後に就業する者、または大学等において高等教育を受ける者に
対し、安定した生活基盤を築くための支援や就職に必要な資格取得のための支援を行
うことにより、児童養護施設退所者等の自立を支援します。 
㋐生活支援費 
㋑家賃支援費 
㋒資格取得支援費  
㋓児童養護施設等と連携した相談 
 

⑦生活福祉資金の貸付と自立に向けた相談支援を行います。 
㋐生活福祉資金運営委員会（年 12回） 
㋑市町村社協、民生・児童委員、福祉事務所、警察、ハローワーク等との情報共有に
よる各種サービスや資金制度の適正利用と相互理解の促進 

㋒市町村社協と連携した計画的な償還の促進と債権管理 
㋓民生児童委員と連携した生活支援    
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⑧緊急小口資金等特例貸付後の自立した生活を支援します。 

㋐市町村社協や自立相談支援機関と連携した生活困窮世帯への支援 
㋑特例貸付債権管理センターにおける適切な債権管理 
㋒市町村社協と連携した借受世帯への相談支援と償還促進 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ地域との連携により伴走型支援を展開し、生活困窮や社会的孤立などの状態に置か 
れている方々が地域で役割や居場所を得て自立した生活を送れるようになることで、
ともに支えあうまちづくりの実現が期待できる。 

 
ⓑ困難な状況である子どもに対し、学習支援や居場所づくりへの参加の機会を提供する
ことで、貧困の連鎖を防止し、子どもの健全な育ちを支える地域づくりにつながる。 

 
 ⓒ「高校生等通学定期代助成金」の支給を開始することでこどもの健全育成に関する潜

在的なニーズを把握、ニーズに沿ったさらなる支援の仕組みの創造と展開につなが
る。 

 
ⓓ食料支援により、生活困窮者（世帯）の生活改善と自立（自律）につながることが 
期待できる。 

 
ⓔひとり親の養成機関入学・卒業時の資金需要に対応することにより、ひとり親家庭 
の就労自立につながる。 

 
ⓕ児童養護施設等退所者等が制度を活用し、就業及び就学生活が安定することで、自立
の促進が図れる。 

 
ⓖ貸付や相談支援を通じ、生活に困難を抱えている者の生活の再建につながる。 
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（２）地域における権利擁護のシステムづくりと資源開発  

 
【事業項目】 

 
 

 
①日常生活自立支援事業 

 
  ②高齢者権利擁護推進事業 
 

○新③地域ささえあい基金運用事業 
 
  ④運営適正化委員会設置運営事業 

 
 
【実施の目的・概要】     
 

 ①認知症や障害のある方等が、地域で安心して生活できるよう、市町村社協と連携し
福祉サービス利用援助事業の充実を図り、地域における権利擁護ニーズに対応でき 
る相談支援機能と生活支援機能の強化を促進します。また、事業が安定的に実施で 
きるよう、運営基盤の強化を図ります。 
㋐専門員の配置と個別ケースへのスーパーバイズ 
㋑契約締結審査会：年６回 
㋒担当職員研修会：年２回 
㋓生活支援員研修会：年１回 
 

②県内どこでも必要な人が成年後見制度を利用できるよう、行政や市町村社協等と連携
して、成年後見の仕組みづくりと資源開発を促進します。また、どの地域においても
後見利用に関する地域格差が生じないよう、相談・支援体制の広域展開も視野に入れ
た取り組みを行います。さらに、後見人材の養成と人材の受入の体制整備に取り組み
ます。 
㋐専門相談員（コーディネーター）の配置 
・専門相談窓口を設置し、成年後見に関する支援機関からの相談や、市町村の体 
制整備に関する相談に対して、専門的な助言やサポートを行います。 

・法人後見、市民後見、後見支援センター等に取り組む実践地域への後方支援を 
行います。 

㋑成年後見制度に関する啓発と基盤整備につながるネットワークづくり 
     ・権利擁護支援推進会議：年１回  

※県・市町村行政、専門職、県社協等による推進方策を検討します。 
 ・市町村行政等職員向け研修会：年２回 
 ・福祉後見推進フォーラム：年１回 
・市町村行政に対し成年後見の体制整備につながる支援として、ヒアリングを行 
います。 

㋒中核機関の単独・広域設置に向けた基盤整備の支援 
・単独・広域設置による中核機関の整備に向けて、特定地域を選定して、広域設 
置マニュアルを活用した具体的な取組の推進を働きかけます。 

・支援会議：年３回  
※県・市町村行政、県・市町村社協、専門職等による協議の場として実施します。 

・先進事例を収集し、県内の取組に活用します。 
㋓法人後見の基盤整備に向けた支援 
 ・法人後見に取り組もうとする社協等の法人に対し、立ち上げ支援を行います。 
 ・法人後見従事者養成講座：年１回（全４日） 
 ・法人後見実施法人連絡会：年１回 
㋔市民後見人の担い手確保に向けた取組 
 ・講座の案内を市町村に配付し、担い手の確保に取り組みます。 
・市民後見人養成講座：年１回（全８日） 
・市民後見人養成講座修了者の活用検討会：年３回 
・担い手の育成方針検討会の開催：年２回 



- 14 - 

③地域ささえあい基金を活用し、県内の地域福祉推進を目的に、特に「権利擁護支援 
の充実」に資する実践促進につながるよう新たな取組を構想する。 
㋐コーディネーターの配置 
㋑基金を活用した新たな取組の検討 

 
④日常生活自立支援事業の適正な運営の確保と、福祉サービスに関する苦情解決に取 
り組み、福祉サービスの充実と利用者の権利擁護を促進します。 
㋐日常生活自立支援事業の適正な運営の確保 
・運営監視合議体：年４回 
・書類等預かりサービス現地調査：年２回 

㋑事業者段階での苦情解決システムの充実 
・施設・事業への巡回訪問：年２回 
・苦情解決研修会：年１回 ※苦情受付担当者を対象とした実務研修 
・第三者委員研修会：年１回 ※第三者委員の設置率向上と活性化のための研修 

㋒運営適正化委員会による苦情解決活動の充実 
・苦情相談の受付、面接、事情調査、あっせん等 
・苦情相談解決合議体：年６回 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ認知症や障がいのある者等が、身近な地域で安心して生活が送れるよう、市町村にお
ける権利擁護ニーズに対応できる仕組みの整備や権利擁護支援に必要な資源開発が
進む。 
 

ⓑ市町村の権利擁護支援の担い手（後見人材）が増え、県内どこでも成年後見制度を利
用することができる。 

 
ⓒ中立・公平な立場で、福祉サービスの利用者と提供者間の苦情解決が図られるととも
に、福祉サービスの質の向上につながる。 
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（３）奈良県交通遺児等援護積立金運営事業  

 
【事業項目】 

 
 

 
①交通遺児等激励・入学祝金・就職(入学)準備金給付事業 

 
②交通遺児等交流事業 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
 ①交通事故や自然災害により、父又は母等を失った児童の福祉の向上と健全な育成を目

的に、激励金、入学祝金、就職・入学準備金の給付を行います。 
   ㋐激励金：遺児一人につき10万円 
   ㋑入学祝金：遺児が小学校、中学校、高等学校に入学したとき各５万円 
    ㋒就職・入学準備金：過去に激励金の給付を受けた者等のうち、就職又は大学等へ 
              の進学予定者一人につき10万円 
  対象者：交通事故や自然災害により父母等保護者が死亡した県内に居住する満18歳 

未満の児童等 
給付等：遺児等の住所地の市町村を申請窓口として給付 

 
②父や母を失った児童やその保護者が、同じ境遇の者と交流を深める機会等を関連団体
と連携して設定し、児童の健全育成とその保護者の福祉の増進を図ります。 
㋐交流事業 
奈良県交通災害遺族会、交通事故対策機構友の会との協働による夏期野外活動、 

    クリスマスパーティー等 
 
 
【期待される効果】 
 
  ⓐ交通事故や災害等で生活に不安を感じている家庭の福祉の向上に寄与できる。 
 
  ⓑ当事者団体の活動の活性化につながる。 
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３ 地域の生活課題に対応する新たな活動や仕組みの開発 
【予算額：3,940千円】 

 

 
（１）地域課題やニーズの集約と多様な協働のテーブルづくり  

 
【事業項目】 

 
 

 
①多様な団体との協議・協働の場づくり 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①協働の中核として、福祉の枠を超えた多様な団体とつながり、地域の課題やニーズを
共有し、ともに協議できる場づくりと具体的な実践を生み出す取組を進めます。 

  ㋐地域共生ラウンドテーブル 
   ・リーディング事業の展開に向けたミーティング：年３回 
   ・テーマ型学習会：年２回 
 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ新たな地域課題に対応する分野を超えた取組が展開される。 

 

 

 

 
（２）新たな協働の創造と実践  

 
【事業項目】 

  
    

 
①基金を活用したこどもの未来を応援する事業の実施 
 
②社会福祉法人の地域貢献活動の促進と共同実践 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①制度の狭間の問題や社会的課題の解決に向けて、多様な主体や立場をつなぎ、新たな
協働実践の創出を促進します。 

 
②奈良県社会福祉法人共同事業（まほろば幸いネット）の実践の再興を図り、社会福祉
法人の地域貢献活動を促進します。 

   
 
【期待される効果】 
 
 ⓐこどもの未来を応援する実践が定着する。 
 
 Ⓑ地域貢献活動を実践する社会福祉法人の裾野が広がる。 
 

 
 
 



- 17 - 

４ 地域生活を支える専門性の高い福祉サービスの充実と人材育成・定着支援 
【予算額：496,371千円】 

 

 
（１）安心で質の高いサービス提供につながる人材の確保  

 
【事業項目】 

 
 

 
①福祉人材センター運営事業 

  ㋐福祉人材センター運営委員会 
㋑ハローワーク連携事業 
㋒離職介護福祉士等届出制度 
 

②無料職業紹介事業 
 
③福祉の就職フェア 
 
④福祉人材定着支援事業 
 
⑤人材確保対策推進事業 
 
⑥福祉・介護人材確保・定着総合推進事業 
㋐福祉・介護人材マッチング機能強化事業 
㋑介護のお仕事チャレンジ事業 

 
⑦介護従事者確保事業 
㋐介護のしごと魅力啓発事業 
㋑介護職員交流推進事業（新人職員交流会） 

 
⑧介護福祉士修学資金等貸付事業 
㋐介護福祉士等修学資金 
㋑再就職準備金 
㋒実務者研修受講資金 
㋓介護福祉分野就職支援金 
㋔障害福祉分野就職支援金 
㋕福祉系高校修学資金 

 
⑨保育人材バンク運営事業 
 
⑩保育士修学資金貸付等事業 
㋐保育士修学資金 
㋑就職準備金 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①福祉人材の確保に関する今後の推進方策等について協議・検討を行います。また、 
求職者および求人に関する情報の共有等、ハローワークとの連携事業を行います。 
（運営委員会：１回） 

 
②求人・求職登録の受付、求職相談、就職先の情報提供や紹介・斡旋を行い、福祉分  

   野への参入を促進します。 
 
③卒業予定の学生及び福祉職場に就職を希望する者等を対象とした県内福祉施設・事 
業所等との合同求人説明会を開催し、福祉分野への就業の促進を図ります。 
時 期：令和７年３月 
場 所：奈良県コンベンションセンター（予定） 
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④施設・事業所における採用・人事担当者の採用力を高め、多様な人材確保を支援 
します。 
 

⑤人材不足の著しい業界団体や労働局と連携し、「しごと」体験が可能な参加型イベントの開
催を通じて、福祉の仕事への興味・関心を引き起こし、職業理解を促すことで将来的な福
祉介護人材の開拓を目指します。 

 
⑥多様な求職者や求人事業所のニーズ把握をもとに、地域の実情に応じたマッチング 
の強化を進めます。また、福祉・介護職場の雰囲気や仕事内容を体験できる場を提  
供することで、円滑な人材参入を促進します。 
 

⑦介護の仕事の魅力を広く発信し、多様な人材の参入と即戦力である潜在介護人材の就
労を促進します。また、交流会を通じた新規入職者の仲間づくりにより定着を支援し
ます。 

 
⑧介護福祉士等の資格取得を目指す養成機関の学生や離職した介護人材の再就職者、介
護職員実務者研修受講者、福祉系高校生に修学資金等の貸付を行い、次代を担う介護
人材の養成・確保、キャリアアップを支援します。さらに、他業種で働いていた者等
に介護分野、障害福祉分野への就職支援金の貸付を行い、新たな人材の参入を促進し
ます。 

 
⑨「奈良県保育人材バンク」を運営し、就労斡旋、合同就職説明会等を実施することに
より、保育士、子育て支援員及び放課後児童支援員等の就職を支援します。 

 
⑩保育士の資格取得を目指す養成機関の学生に対する修学資金や、就職の準備に必要 
な費用等の貸付を行い、次代を担う保育人材の養成・確保、キャリアアップを支援 
します。 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ福祉・介護・子育て支援分野の人材のすそ野の拡大と復職機会の提供により、サービ
スの担い手となる人材の確保が進む。 

   
  ⓑ人材の定着と安定的なサービス提供につながる。 
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（２）次代を担う人材の育成とキャリア形成・定着支援  

 
【事業項目】 

 
 

 
①福祉研修運営事業                               
㋐福祉研修運営委員会  
                    

②福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 
㋐初任者コース 
㋑中堅職員コース  
㋒チームリーダーコース 
㋓管理職員コース 

 
③人材育成・定着支援研修 
㋐スーパーバイザー養成研修 
㋑ＯＪＴ担当者基礎研修/実践研修    

 ㋒ストレスマネジメント研修 

○新㋓あつまれ！福祉の１年生研修 
 
④スキルアップ研修 
㋐福祉サービスマナー研修 
㋑対人援助コミュニケーション力向上研修 
㋒傾聴からはじまるストレングス発見研修 
㋓アンガーマネジメント基礎研修/実践研修 

○新㋔管理職員向けマネジメント研修 
 

⑤福祉・介護特定業務従事者研修 
㋐行動援護従業者養成研修 
㋑生活支援体制整備推進研修 

 
⑥介護支援専門員関連研修           
㋐介護支援専門員実務研修受講試験 
㋑ケアマネジメント習熟研修 
㋒介護支援専門員実務研修  
㋓介護支援専門員更新研修/専門研修 
㋔介護支援専門員更新研修/再研修 

 
 
【実施の目的・概要】     

 
①福祉研修運営事業 
福祉研修運営委員会では、県内社会福祉施設・事業所従事者の多様な研修ニーズを 
把握し、資質向上に寄与する研修体系の充実を図ります。 

 
②福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 
福祉・介護職員が各職場においてキャリアに応じた役割を遂行できるよう、段階的・
体系的な資質向上を図ります。 
㋐初任者コース  時期：５月～９月       
㋑中堅職員コース 時期：８月～９月 
㋒チームリーダーコース 時期：６月 
㋓管理職員コース 時期：８月～９月 

 
③人材育成・定着支援研修 
㋐スーパーバイザー養成研修では、スーパービジョンの考え方や活用方法を理解し、
職員の人材育成と職員間の良い関係を築くための養成を行います。 

 時期：７月～１１月 
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㋑ＯＪＴ担当者研修では、ＯＪＴ担当者に求められる役割と効果的な実践方法を理解 
し、職員とのコミュニケーションを図りながら、その役割を遂行できるための知識 
や技術を修得します。 
時 期：基礎研修/６月、実践研修/９～１２月 

㋒ストレスマネジメント研修では、福祉の仕事が「感情労働」であることを認識し、 
職場におけるメンタルヘルス対策の重要性を学びます。 
時 期：令和７年２月 

  ㋓あつまれ！福祉の１年生研修では、福祉職としての視点や考え方、利用者とのコミ
ュニケーション等について学びます。 

   時期：６月 
 
④スキルアップ研修 
㋐福祉サービスマナー研修では、利用者・家族との信頼関係づくりを構築するため 
のサービスマナーを修得します。 
時 期：５月 

㋑対人援助コミュニケーション力向上研修では、対人援助の核となるコミュニケー 
ション技術を修得します。 
時 期：１０月～１２月 

㋒傾聴からはじまるストレングス発見研修では、事例研究により利用者理解を深め、
利用者のストレングスを見出すための実践的な手法を修得します。 
時 期：１１月 

㋓アンガーマネジメント基礎研修では、自らの怒りの感情と向き合うための基礎スキ
ル、及びコーチングの手法を交えた「相手に伝わる叱り方」について修得します。 
時 期：基礎研修/９月、実践研修/１１月 

  ㋔管理職員向けマネジメント研修では、社会福祉施設における様々なリスクに対し、
マネジメント職として求められる役割と取り組み方法について学びます。 

   時期：１１月 
 
⑤福祉・介護特定業務従事者研修 
㋐行動援護従業者養成研修では、行動に著しい困難を有する障害者等の行動援護を 
行うために必要な知識・技術を修得します。 
時 期：１０月～１２月 

㋑生活支援体制整備推進研修では、生活支援コーディネーターとして実務に携わるな
かでの課題をふまえ、実践力を向上させます。 
時 期：１２月～令和７年２月 

    
⑥介護支援専門員養成関連研修 
㋐介護支援専門員実務研修受講試験では、介護支援専門員業務に必要な知識等を有 
していることを確認することを目的に実施します。 
時 期：１０月 

㋑ケアマネジメント習熟研修では、課題分析方式の具体的使用方法について修得す 
ることを目的に実施します。 
時 期：令和７年３月 

㋒介護支援専門員実務研修・更新研修では、介護支援専門員の専門性の向上による利
用者の自立支援に資する適切なケアマネジメントの実現を目的に実施します。 
時 期：更新研修（専門研修）５月～令和７年３月 

更新研修（再研修） ９月～１２月 
実務研修 令和７年１月～６月 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ福祉職員を対象とした各種の研修を体系的に実施し、あらゆる事業種別や職種に共通
して必要な組織力や福祉専門力、地域協働力等を高めることにより、地域生活を支え
る人材の育成が図られる。 

 
ⓑキャリア形成や「人を育て、人が育つ」組織風土・環境づくりにつながる研修を実施するこ 
とで、福祉・介護人材の定着が図られる。 
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（３）社会福祉法人（社会福祉施設等）への支援の充実  

 
【事業項目】 

 
   

 
①社会福祉施設種別協議会との連携・協働 

 
②独立行政法人福祉医療機構退職共済の業務受託  
 
③社会福祉法人福利厚生センターの業務受託 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①社会福祉施設種別協議会の役員会・部会・委員会等と連携・協働して、施設運営・利
用者支援等における課題の共有化を図り、研修会、調査・研究事業等を通じて、施設
機能の充実・強化に向けた取組を行います。 
㋐役員会の開催 
㋑部会・委員会・ワーキング等の開催 
㋒研究会・研修会等の開催 
 

②約10,900名の社会福祉施設職員の就労環境整備支援として、独立行政法人福祉医療 
機構が実施する社会福祉施設職員等退職手当共済事業を受託実施します。  
 

 ③働きやすく魅力ある職場づくりを支援するため、社会福祉法人福利厚生センターの地
方事務局を受託し、各法人の職員を対象とした健康・余暇・自己啓発などのサービス
を提供します。 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ社会福祉施設の更なる専門性及び利用者・家族へのサービス等の向上につながる。 
 
ⓑ社会福祉法人の経営基盤強化と就労環境整備につながり、法人・施設が提供するサー
ビスの質の向上と人材育成・確保につながる。 

 
ⓒ各法人における、職員の福利厚生が充実し、安心して働ける環境が整備される。 
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５ 県社協の組織・経営基盤の充実強化 
【予算額：166,476千円】 

 

 
（１）経営基盤の強化と事務局機能の強化  

 
【事業項目】 

 
 

 
①理事会、評議員会、監事会の開催 

 
②会務運営や活動に関する定期報告「アクションレポート」の発行 

 
③広報紙「奈良県福祉だより」の発行、ホームページ等での情報提供 
 
④奈良県社会福祉大会の開催 
 
⑤多様なＩＣＴツールの研究・活用 
 
⑥テーマ別プロジェクトチームの編成・事業展開 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①本会の適正な会務運営を図るため、理事会・評議員会・監事会を開催します。 

  時期：【理 事 会】６月上旬、令和７年３月上旬 
     【評議員会】６月下旬、令和７年３月下旬 
     【監 事 会】５月下旬 
 
 ②開かれた法人運営を図るため、経営に関する情報公開を行います。 
 
 ③広報紙の内容充実やホームページの活用を通じて、より広く多くの方々に福祉関連 

の情報提供が行えるよう広報活動の強化を図ります。 
   発 行：年４回（6月、9月、12月、3月）、６,５００部 
  送付先：市町村社協、ボランティア活動者など２,３００箇所 
  
 ④福祉関係者の顕彰表彰や、さらなる地域活動の推進を図ることを目的に、奈良県社 
  会福祉大会を開催します。 
  時 期：１１月（予定） 
  
 ⑤業務の効率化に向けた多様なＩＣＴツールの活用と、セキュリティ対策の強化を図 

ります。 
 

 ⑥テーマ別プロジェクトチームを編成し、部門横断による事業を展開します。 
 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ安定的な経営基盤の構築が図れ、会務運営の透明性が確保される。 

 
ⓑ県社協の活動や取組姿勢を広く発信することにより、活動への理解が深まり、地域福祉活 
動の活性化につながる。 
 

ⓒ社会福祉関係者の模範となる社会福祉活動の普及・啓発につながる。 
 
ⓓ業務の効率化が図られ、安定した経営基盤が構築される。 
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（２）県社協の将来に向けた人材の育成と組織体制の強化  

 
【事業項目】 

 
 

 
①職員研修体系の整備と目標管理制度の確立 
 
②職員提案型事業の企画・実施 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①職務・職階に応じた研修体系を整備と目標管理制度の定着化を図ります。 

 
 ②職員の能力開発と実践知の継承のため、職員提案による事業企画を推奨・促進します。 
   
 
【期待される効果】 
 
ⓐ職員育成の仕組みが整い、職員の能力開発が図れる。 

 

 

 

 
（３）安定した財源確保の取組強化と活用  

 
【事業項目】 

 
 

 
①寄付者や賛助会員の拡大 
 
②地域福祉実践を支援する仕組みの開発 

 
③定期的な執行管理 

 
 
【実施の目的・概要】     
 
①事業に必要な民間財源確保の取組を強化します。 
 
②民間財源を活用した地域福祉実践を支える仕組みを検討します。 
 
③職員のコスト意識の醸成により、効果的かつ効率的な執行を図ります。 

 
 
【期待される効果】 
 
ⓐ安定した財源が確保でき、経営基盤の充実につながる。 

 

 


